
新旧対照表 

 改 正 案   現 行  

 様式第 1号 

 

事業者指定申請書 

 

平成  年  月  日 

 

広島県知事 様 

 

郵便番号  

主たる事務所の所在地  

法人・団体名  

代表者の職・氏名                 ㊞ 

 

「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成 18 年 9 月 29日厚生

労働省告示第 538 号）第 3条第 3号から第 7号に規定する研修を実施する事業者として広島県知事

の指定を受けたいので，次のとおり関係書類を添えて申請します。 

研修の名称  

研修課程                         課程 

講義の実施方法 通学 ・ 通信 

県内の主たる事業所 郵便番号： 

住所： 

電話番号： 

Fax 番号： 

研修開始予定年月日 平成  年  月  日 

使用する教材名  

介護員養成研修の同

時開催の有無 
有  ・  無 

事務担当者連絡先 担当者名  

住所  

電話番号  

Fax 番号  

e-mail  

 

【留意事項】 

⑴ 初回の研修の開講日の 180 日前から 30 日前までに提出すること。 

  様式第 1号 

 

事業者指定申請書 

 

平成  年  月  日 

 

広島県知事 様 

 

郵便番号  

主たる事務所の所在地  

法人・団体名  

代表者の職・氏名                 ㊞ 

 

「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成 18 年 9 月 29 日厚生

労働省告示第 538 号）第 3条第 3号から第 7号に規定する研修を実施する事業者として広島県知事の

指定を受けたいので，次のとおり関係書類を添えて申請します。 

研修の名称  

研修課程                         課程 

講義の実施方法 通学 ・ 通信 

県内の主たる事業所 郵便番号： 

住所： 

電話番号： 

Fax 番号： 

研修開始予定年月日 平成  年  月  日 

使用する教材名  

介護員養成研修の同

時開催の有無 
有  ・  無 

事務担当者連絡先 担当者名  

住所  

電話番号  

Fax 番号  

e-mail  

 

【留意事項】 

⑴ 初回の研修の開講日の 180 日前から 60 日前までに提出すること。 

 



⑵ 研修課程ごとに申請を行い，指定を受けること。 

⑶ 申請にあたっては，次の書類を添付すること。（研修課程ごとに必要な添付書類は，要領第 4の

1のとおり。） 

 

＜添付書類一覧＞ 

1 学則（事業概要）（様式第 2号の 1） 

2 研修カリキュラム（様式第 2号の 2） 

3 講師一覧表（様式第 2号の 3） 

4 実習施設一覧表（様式第 2号の 4） 

5 講師履歴書（様式第 3号） 

6 演習実施計画（様式第 4号） 

7 講義室（演習室）使用承諾書（様式第 5号）の写し又はこれに代わる書類の写し 

8 実習施設受入承諾書（様式第 6号）の写し 

9 研修の収支予算及び向こう 2年間の財政計画（様式第 7号） 

10 定款その他の基本約款（又は規約，会則等） 

11 登記事項証明書 ※法人の場合 

12 貸借対照表及び損益計算書その他資産状況を明らかにする書類 

13 修了証明書（要綱様式第 1号）及び携帯用修了証明書（要綱様式第 2号）の様式 

14 誓約書（様式第 8号） 

15 添削指導に関する課題，解答用紙及び模範解答 ※講義を通信で行う場合のみ。 

16 オリジナルテキストの写し ※オリジナルテキストを使用する場合のみ。 

 

 

⑵ 研修課程ごとに申請を行い，指定を受けること。 

⑶ 申請にあたっては，次の書類を添付すること。（研修課程ごとに必要な添付書類は，要領第 4の

1のとおり。） 

 

＜添付書類一覧＞ 

1 学則（事業概要）（様式第 2号の 1） 

2 研修カリキュラム（様式第 2号の 2） 

3 講師一覧表（様式第 2号の 3） 

4 実習施設一覧表（様式第 2号の 4） 

5 講師履歴書（様式第 3号） 

6 演習実施計画（様式第 4号） 

7 講義室（演習室）使用承諾書（様式第 5号）の写し又はこれに代わる書類の写し 

8 実習施設受入承諾書（様式第 6号）の写し 

9 研修の収支予算及び向こう 2年間の財政計画（様式第 7号） 

10 定款その他の基本約款（又は規約，会則等） 

11 登記事項証明書 ※法人の場合 

12 貸借対照表及び損益計算書その他資産状況を明らかにする書類 

13 修了証明書（要綱様式第 1号）及び携帯用修了証明書（要綱様式第 2号）の様式 

14 誓約書（様式第 8号） 

15 添削指導に関する課題，解答用紙及び模範解答 ※講義を通信で行う場合のみ。 

16 オリジナルテキストの写し ※オリジナルテキストを使用する場合のみ。 

 

 

 様式第 2号の 1〔例示〕 

（略） 

  様式第 2号の 1〔例示〕 

（略） 

 

 様式第 2号の 2⑴－1（居宅介護職員初任者研修課程（通学）） 

（略） 

  様式第 2号の 2⑴－1（居宅介護職員初任者研修課程（通学）） 

（略） 

 

 様式第 2号の 2⑴－2（居宅介護職員初任者研修課程（通信）） 

（略） 

  様式第 2号の 2⑴－2（居宅介護職員初任者研修課程（通信）） 

（略） 

 

 様式第 2号の 2⑵ 

（略） 

  様式第 2号の 2⑵ 

（略） 

 

 様式第 2号の 2⑶ 

（略） 

  様式第 2号の 2⑶ 

（略） 

 



 様式第 2号の 2⑷ 

（略） 

  様式第 2号の 2⑷ 

（略） 

 

 様式第 2号の 2⑸ 

（略） 

  様式第 2号の 2⑸ 

（略） 

 

 様式第 2号の 3 

（略） 

  様式第 2号の 3 

（略） 

 

 様式第 2号の 4 

（略） 

  様式第 2号の 4 

（略） 

 

 様式第 3号の 1 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  様式第 3号の 1 

（略） 

 



 様式第 3号の 2（重度訪問介護（行動障害支援）課程，同行援護課程，行動援護課程用） 

 

講師履歴書 

 

講師氏名  講師・助手の別 講師 ・ 助手 

所属 

名称： 

連絡先： 

（℡              ） 

在職期間 

(福祉・医療関係に係るもの) 

勤務先 

(施設・事業所・学校等の名称) 
施設・事業等種別 職種 

平成 年 月～ 

  平成 年 月 
   

平成 年 月～ 

  平成 年 月 
   

平成 年 月～ 

  平成 年 月 
   

資格・免許等の名称（福祉・医療関係に係るもの） 取得年月 

 平成  年  月 

 平成  年  月 

 平成  年  月 

特記事項 

 

 

担当講師として要件に該当するものに○をしてください。 

 職種・資格名等 実務経験等 

 
社会福祉士 視覚障害者（児）の相談・支援業務等に従事

した経験が 3年以上（当該資格取得前の経験

も含む） 
 

相談支援専門員 

 
視覚障害者（児）の施設長・生活支援員・指

導員 

3 年以上 

 
医師 視覚障害者（児）の相談・支援業務等に従事

した経験が 3年以上 

 
保健師，看護師，理学療法士，作業療法士 

 
視能訓練士 3 年以上 

 
心理判定員，臨床心理士 

 
視覚障害者外出介護従業者養成研修課程修

了者 

視覚障害者（児）の相談・支援業務等に従事

した経験が 3年以上（当該研修修了前の経験

も含む） 
 

同行援護従業者養成研修一般課程修了者 

  様式第 3号の 2（重度訪問介護（行動障害支援）課程，同行援護課程，行動援護課程用） 

 

講師履歴書 

 

講師氏名  講師・助手の別 講師 ・ 助手 

所属 

名称： 

連絡先： 

（℡              ） 

在職期間 

(福祉・医療関係に係るもの) 

勤務先 

(施設・事業所・学校等の名称) 
施設・事業等種別 職種 

平成 年 月～ 

  平成 年 月 
   

平成 年 月～ 

  平成 年 月 
   

平成 年 月～ 

  平成 年 月 
   

資格・免許等の名称（福祉・医療関係に係るもの） 取得年月 

 平成  年  月 

 平成  年  月 

 平成  年  月 

特記事項 

 

 

担当講師として要件に該当するものに○をしてください。 

 職種・資格名等 実務経験等 

 
社会福祉士 視覚障害者（児）の相談・支援業務等に従事

した経験が 3年以上（当該資格取得前の経験

も含む） 
 

相談支援専門員 

 
視覚障害者（児）の施設長・生活支援員・指

導員 

3 年以上 

 
医師 視覚障害者（児）の相談・支援業務等に従事

した経験が 3年以上 

 
保健師，看護師，理学療法士，作業療法士 

 
視能訓練士 3 年以上 

 
心理判定員，臨床心理士 

 
視覚障害者外出介護従業者養成研修課程修

了者 

視覚障害者（児）の相談・支援業務等に従事

した経験が 3年以上（当該研修修了前の経験

も含む） 
 

同行援護従業者養成研修一般課程修了者 

 



 
同行援護従業者養成研修応用課程修了者 

 
視覚障害者移動支援従事者資質向上研修修

了者 

－ 

 

国立障害者リハビリテーションセンター学

院視覚障害学科の教科を履修した者 

◆視覚障害者（児）の相談・支援業務等に従

事した経験が 3年以上（当該研修修了前の

経験も含む） 

◆（社福）日本ライトハウスが実施した視覚

障害者の生活訓練を専門とする技術者の

養成を行う研修を修了した者は，国立障害

者リハビリテーションセンター学院視覚

障害学科の教科を履修した者と同等とみ

なす。 

 
市町村障害福祉主管課職員 当該研修で担当する科目に該当する内容を

担当していること。 

 
福祉・介護・看護系大学，介護福祉士等養成

校の教員等 

当該研修で担当する科目に該当する内容を

教授していること。 

 

特例資格者 以前に同行援護従業者養成研修一般・応用課

程の講師であった者で，従前に 2回以上担当

した科目のみ可 

以前に担当した科目 

【                 】 

 

強度行動障害支援者養成研修課程修了者又

は平成 27 年度以降の行動援護従業者養成研

修課程修了者等 

－ 

上記の内容について，相違ありません。 

 平成  年  月  日 

 

本人署名                  ㊞ 

 

（自署の場合は押印不要） 

 

（注）講師及び助手の要件を証明する資格証・免許証等の写しを添付してください。                     

 

 

 

※事業者記載欄 

【担当科目】 

この講師が担当する科目名 

   

   

   

   

   

 

 

 
同行援護従業者養成研修応用課程修了者 

 
視覚障害者移動支援従事者資質向上研修修

了者 

－ 

 

国立障害者リハビリテーションセンター学

院視覚障害学科の教科を履修した者 

◆視覚障害者（児）の相談・支援業務等に従

事した経験が 3年以上（当該研修修了前の

経験も含む） 

◆（社福）日本ライトハウスが実施した視覚

障害者の生活訓練を専門とする技術者の

養成を行う研修を修了した者は，国立障害

者リハビリテーションセンター学院視覚

障害学科の教科を履修した者と同等とみ

なす。 

 
市町村障害福祉主管課職員 当該研修で担当する科目に該当する内容を

担当していること。 

 
福祉・介護・看護系大学，介護福祉士等養成

校の教員等 

当該研修で担当する科目に該当する内容を

教授していること。 

 

特例資格者 以前に同行援護従業者養成研修一般・応用課

程の講師であった者で，従前に 2回以上担当

した科目のみ可 

以前に担当した科目 

【                 】 

 

強度行動障害支援者養成研修課程修了者又

は平成 27 年度以降の行動援護従業者養成研

修課程修了者 

－ 

上記の内容について，相違ありません。 

 平成  年  月  日 

 

本人署名                  ㊞ 

 

（自署の場合は押印不要） 

 

（注）講師及び助手の要件を証明する資格証・免許証等の写しを添付してください。                     

 

 

 

※事業者記載欄 

【担当科目】 

この講師が担当する科目名 

   

   

   

   

   

 

 



 様式第 4号 

（略） 

  様式第 4号 

（略） 

 

 様式第 5号 

（略） 

  様式第 5号 

（略） 

 

 様式第 6号 

（略） 

  様式第 6号 

（略） 

 

 様式第 7号 

（略） 

  様式第 7号 

（略） 

 

 様式第 8号 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  様式第 8号 

（略） 

 



 様式第 9号 

 

研修指定申請書 

 

平成  年  月  日 

 

広島県知事 様 

 

郵便番号  

主たる事務所の所在地  

法人・団体名  

代表者の職・氏名                 ㊞ 

 

次の研修について，「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成

18 年 9 月 29 日厚生労働省告示第 538 号）第 1条第 3号から第 7号に規定する研修として広島県知事

の指定を受けたいので，次のとおり関係書類を添えて申請します。 

事業者番号 
 

研修の名称      
 

研修課程        
課程 

定員        
        名 

研修日程        
平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

実施場所        講義： 

（施設の名称） 

（施設の所在地） 

演習： 

（施設の名称） 

（施設の所在地） 

実習：別紙「実習施設一覧表」のとおり 

講義の実施方法         
通学 ・ 通信 

使用する教材名        
 

介護員養成研修の同

時開催の有無 
有  ・  無 

県 HP への掲載可否 
可  ・  否 

事務担当者連絡先 
担当者名  

住所  

電話番号  

Fax 番号  

  様式第 9号 

 

研修指定申請書 

 

平成  年  月  日 

 

広島県知事 様 

 

郵便番号  

主たる事務所の所在地  

法人・団体名  

代表者の職・氏名                 ㊞ 

 

次の研修について，「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成

18 年 9 月 29 日厚生労働省告示第 538 号）第 1条第 3号から第 7号に規定する研修として広島県知事

の指定を受けたいので，次のとおり関係書類を添えて申請します。 

事業者番号 
 

研修の名称      
 

研修課程        
課程 

定員        
        名 

研修日程        
平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

実施場所        講義： 

（施設の名称） 

（施設の所在地） 

演習： 

（施設の名称） 

（施設の所在地） 

実習：別紙「実習施設一覧表」のとおり 

講義の実施方法         
通学 ・ 通信 

使用する教材名        
 

介護員養成研修の同

時開催の有無 
有  ・  無 

県 HP への掲載可否 
可  ・  否 

事務担当者連絡先 
担当者名  

住所  

電話番号  

Fax 番号  

 



e-mail  

【留意事項】 

⑴ 開講日の 180 日前から 30 日前までに提出すること。 

⑵ 研修が一体的に実施される場合には複数課程の研修を同時に申請することも可能であること。

この場合，定員，研修日程及び実施場所は全ての内容を記入すること。 

⑶ 一般募集しない研修など，県 HP への掲載を希望しない場合は「県 HP への掲載可否」欄の「否」

に○を記入すること。 

⑷ 申請にあたっては，次の書類を添付すること。（研修課程ごとに必要な添付書類は，要領第 4の

2のとおり。） 

 

＜添付書類一覧＞ 

1 学則（事業概要）（様式第 2号の 1） 

2 研修カリキュラム（様式第 2号の 2） 

3 講師一覧表（様式第 2号の 3） 

4 実習施設一覧表（様式第 2号の 4） 

5 講師履歴書（様式第 3号） 

6 演習実施計画（様式第 4号） 

7 講義室（演習室）使用承諾書（様式第 5号）の写し又はこれに代わる書類の写し 

8 実習施設受入承諾書（様式第 6号）の写し 

9 研修の収支予算及び向こう 2年間の財政計画（様式第 7号） 

10 研修日程表（様式第 10 号） 

11 修了証明書等の様式 

12 誓約書 

13 添削指導に関する課題，解答用紙及び模範解答 ※講義を通信で行う場合のみ。 

14 オリジナルテキストの写し ※オリジナルテキストを使用する場合のみ。 

※ この様式と事業者指定申請書（様式第 1 号）を同時に提出する場合で，事業者指定申請書に添

付している書類については省略可。 

 

e-mail  

【留意事項】 

⑴ 開講日の 180 日前から 60 日前までに提出すること。 

⑵ 研修が一体的に実施される場合には複数課程の研修を同時に申請することも可能であること。こ

の場合，定員，研修日程及び実施場所は全ての内容を記入すること。 

⑶ 一般募集しない研修など，県 HP への掲載を希望しない場合は「県 HP への掲載可否」欄の「否」

に○を記入すること。 

⑷ 申請にあたっては，次の書類を添付すること。（研修課程ごとに必要な添付書類は，要領第 4の

2のとおり。） 

 

＜添付書類一覧＞ 

1 学則（事業概要）（様式第 2号の 1） 

2 研修カリキュラム（様式第 2号の 2） 

3 講師一覧表（様式第 2号の 3） 

4 実習施設一覧表（様式第 2号の 4） 

5 講師履歴書（様式第 3号） 

6 演習実施計画（様式第 4号） 

7 講義室（演習室）使用承諾書（様式第 5号）の写し又はこれに代わる書類の写し 

8 実習施設受入承諾書（様式第 6号）の写し 

9 研修の収支予算及び向こう 2年間の財政計画（様式第 7号） 

10 研修日程表（様式第 10 号） 

11 修了証明書等の様式 

12 誓約書 

13 添削指導に関する課題，解答用紙及び模範解答 ※講義を通信で行う場合のみ。 

14 オリジナルテキストの写し ※オリジナルテキストを使用する場合のみ。 

※ この様式と事業者指定申請書（様式第 1号）を同時に提出する場合で，事業者指定申請書に添付

している書類については省略可。 

 

 様式第 10 号 

（略） 

  様式第 10 号 

（略） 

 

 様式第 11 号の 1 

（略） 

  様式第 11 号の 1 

（略） 

 

 様式第 11 号の 2 

（略） 

 

  様式第 11 号の 2 

（略） 

 



 様式第 11 号の 3 

（略） 

  様式第 11 号の 3 

（略） 

 

 様式第 11 号の 4 

（略） 

  様式第 11 号の 4 

（略） 

 

 様式第 11 号の 5 

（略） 

  様式第 11 号の 5 

（略） 

 

 様式第 12 号 

（略） 

  様式第 12 号 

（略） 

 

 様式第 13 号 

（略） 

  様式第 13 号 

（略） 

 

 様式第 14 号 

（略） 

  様式第 14 号 

（略） 

 

 様式第 15 号 

（略） 

  様式第 15 号 

（略） 

 

 様式第 16 号 

（略） 

  様式第 16 号 

（略） 

 

 （参考様式 1） 

（略） 

  （参考様式 1） 

（略） 

 

 （参考様式 2） 

（略） 

  （参考様式 2） 

（略） 

 

 （参考様式 3） 

（略） 

  （参考様式 3） 

（略） 

 

 


